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(ii) 草原や農地の開発・改変 
里地里山の構成要素でもある草原（原野・採草放牧地）は、大幅に減少した。この

背景としては人工林、農地等への改変4)（第１の危機）とともに高度経済成長期におけ

る二次草原の利用の減退による森林化5)（第２の危機）が同時に作用している。また、

水田等の農地も減少し、1960 年代から、当初の 21%が減少した（図 II-1、図 II-2）。
1900 年代から 100 年間の土地利用の変化をみると広い平野部は農地化されている一方、

三大都市域では農地から市街地への転換が顕著である（図 II-3）。1970 年代から 2000
年代の土地利用変化も同様に農地から市街地への土地利用の変化は三大都市圏や政令

指定都市、県庁所在地等の主な都市の周辺の平地部に広く見られる（図 II-4）。北海道

等一部の地域では農地が増加したが、特に高度経済成長期には農地から宅地・工場用

地等への改変が著しく、バブル経済期にも開発の対象となった 3)（図 II-5）。また、現

在までに全国の水田の 60%以上で農地整備が実施されている（図 II-2）。 
都市の拡大は、1970 年代において急速であり、全国の人口集中地区の面積は 1960

年代から 1970 年代に倍増し、その後も拡大している6)。国土地理院の地形図のデータ

をもとに土地利用転換をみると、1950 年頃から 1980 年頃に、平野部を中心に森林、

農地、その他（草地、荒地、砂礫地、湿地等）から都市への変化がみられる 4)（約１万

km2）。2000 年以降も、森林や農地から宅地、工業用地等への転換は継続している7)（図 
II-5）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

市街地：建物用地（住宅地・市街地等で建物が密集しているところ）幹線交通用地（道路・鉄道・操車場等で、面

的に捉えられるもの） 
農 地：田（湿田・乾田・沼田・蓮田及び田）畑・果樹園・草地等（麦・陸稲・野菜・草地・芝地・りんご・梨・

桃・ブドウ・茶・桐・はぜ・こうぞ・しゅろ等を栽培する土地） 
森 林：多年生植物の密生している地域 
出典）環境省, 2012: 平成 23 年度生物多様性評価の地図化に関する検討調査業務報告書. 

図 II-3 過去の開発により消失した生態系（長期的な土地利用変化） 

1900 年頃から 2006 年の 

土地利用の変化 

土地利用の変化 
面積 （単位：

1,000km2） 

森林から市街地 ７ 

森林から農地 26 

農地から市街地 11 

農地から森林 18 

 



 

13 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典）環境省, 2012: 平成 23 年度生物多様性評価の地図化に関する検討調査業務報告書. 

図 II-4 過去の開発により消失した生態系（短期的な土地利用変化） 

（1970 年代から 2000 年代にかけての土地利用変化） 

 

 
出典）農林水産省，1956-2013: 耕地及び作付面積統計より作成. 

図 II-5 農地（耕地）から宅地・工場用地等への転用面積（人為かい廃面積）の推移 

 

(iii) 陸水域及び沿岸域の開発・改変 
高度経済成長期以降、治水・利水の社会的な要請から、河川の護岸整備、直線化等

が進み（図 II-6）、水際の移行帯が分断され、直線化による瀬や淵といった河川の基本

構造の消失が進行する傾向にあると指摘されている8),9)。2000 年頃には、上述の一級河
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(v) 絶滅危惧種の減少要因（第１の危機関係） 
環境省の第４次レッドリストによれば、わが国に生息・生育する哺乳類の 26%、鳥

類の 16%、爬虫類の 37%、両生類の 33%、汽水・淡水魚類の 43%、維管束植物の 26%
が絶滅したか、絶滅のおそれがあるとされている（図 II-9）。哺乳類、鳥類、両生類、

爬虫類、汽水・淡水魚類、コウチュウ目の昆虫において、19 世紀初頭から現在までに

絶滅（野生絶滅を含む）が確認されているのは 30 種で、1950 年代後半から絶滅が確

認されているのは 12 種である（表 II-2）。 
また、維管束植物の年代別の絶滅種数をみると、1920 年代以降、40 種が絶滅・野生

絶滅、22 種がほぼ絶滅状態であり、過去の 50 年の平均絶滅率は 8.6 種/10 年であった。

絶滅・野生絶滅が年代別に確認された種数は評価期間後半に年代を追って減少してい

るが、「ほぼ絶滅」を含めると減少傾向にあるとはいえない15),16)。分布データのある維

管束植物の絶滅危惧種についてみると、固有種の多い鹿児島県、沖縄県、北海道等に

おいて種数が多い17)。 
沿岸・海洋の絶滅危惧種の情報は多くないが、1998 年の水産庁データブック18)では

海産貝類６種、海産魚類 15 種、海産藻類８種等を含む 118 種の水生生物を絶滅危惧種

または危急種としている。2012 年の日本ベントス学会のレッドデータブックでは、わ

が国の干潟環境に生息する無脊椎動物（貝類、甲殻類等）のうち 651 種を絶滅のおそ

れがある種としている19)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典）環境省, 2014: 日本の絶滅のおそれのある野生生物-レッドデータブック-1（哺乳類）, 株式会社ぎょうせい. 
環境省, 2014: 日本の絶滅のおそれのある野生生物－レッドデータブック－2（鳥類）, 株式会社ぎょうせい. 
環境省, 2014: 日本の絶滅のおそれのある野生生物－レッドデータブック－3（爬虫類・両生類）, 株式会社ぎょうせ

い. 
環境省, 2014: 日本の絶滅のおそれのある野生生物－レッドデータブック－4（汽水・淡水魚類）, 株式会社ぎょうせ

い. 
環境省, 2014: 日本の絶滅のおそれのある野生生物－レッドデータブック－8（植物Ⅰ）, 株式会社ぎょうせい 
より作成. 

図 II-9 分類群ごとの絶滅種・野生絶滅種・絶滅危惧種の割合 
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表 II-2 絶滅種、野生絶滅種の年代と種名（動物） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典）環境省, 2014: 日本の絶滅のおそれのある野生生物－レッドデータブック－1（哺乳類）, 株式会社ぎょうせい. 
環境省, 2014: 日本の絶滅のおそれのある野生生物－レッドデータブック－2（鳥類）, 株式会社ぎょうせい. 
環境省, 2014: 日本の絶滅のおそれのある野生生物－レッドデータブック－3（爬虫類・両生類）, 株式会社ぎょうせい.
環境省, 2014: 日本の絶滅のおそれのある野生生物－レッドデータブック－4（汽水・淡水魚類）, 株式会社ぎょうせい.
環境省, 2014: 日本の絶滅のおそれのある野生生物－レッドデータブック－5（昆虫類）, 株式会社ぎょうせい. 
環境省, 2014: 日本の絶滅のおそれのある野生生物－レッドデータブック－7（その他無脊椎動物）, 株式会社ぎょうせい.
環境省, 2014: 日本の絶滅のおそれのある野生生物－レッドデータブック－8（植物Ⅰ）, 株式会社ぎょうせい. 
より作成. 

 
絶滅危惧種等の減少要因をみると、「第１の危機」に相当するものが多い（図 II-10）。

同様に、現在までに絶滅が確認されている 26 種について絶滅要因をみても、全ての分

類群において、開発、捕獲・採取、水質汚濁といった「第１の危機」によるものが多

い20)。また、公益財団法人世界自然保護基金ジャパン（WWF ジャパン）の 1996 年の

レポートでは干潟環境に生息する生物を絶滅に導く要因として、埋立、人工護岸、富

栄養化、汚染、赤土の流入等、「第１の危機」に関するものが多く挙げられている21)。 
 

年代 日本固有種・日本固有亜種 広域分布種

1801年～1900年

オガサワラアブラコウモリ（哺乳類）
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オガサワラガビチョウ（鳥類）
オガサワラカラスバト（鳥類）
オガサワラマシコ（鳥類）
ハシブトゴイ（鳥類）
ミヤコショウビン（鳥類）

1900年代 ニホンオオカミ（哺乳類） エゾオオカミ（哺乳類）
1910年代 カンムリツクシガモ（鳥類）

1920年代
ダイトウウグイス（鳥類）
ダイトウヤマガラ（鳥類）
マミジロクイナ（鳥類）

キタタキ（鳥類）

1930年代
ダイトウミソサザイ（鳥類）
ムコジマメグロ（鳥類）
リュウキュウカラスバト（鳥類）

1940年代 クニマス（汽水・淡水魚類）
1950年代 コゾノメクラチビゴミムシ（昆虫類）

1960年代
キイロネクイハムシ（昆虫類）
スワモロコ（汽水・淡水魚類）
ミナミトミヨ（汽水・淡水魚類）

1970年代 カドタメクラチビゴミムシ（昆虫類）

1980年代
トキ（鳥類）
トキウモウダニ（クモ形類）

1990年代
2000年代

2010年代

スジゲンゴロウ（昆虫類）
ダイトウノスリ（鳥類）
ミヤココキクガシラコウモリ（哺乳類）
ニホンカワウソ（本州以南亜種）（哺乳類）
ニホンカワウソ（北海道亜種）（哺乳類）
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(i) 保護地域 
国土の開発が進んだ高度経済成長期に、従来から指定されてきた国立・国定公園や

鳥獣保護区等が急速に面積を拡大し、現在の保護地域の配置の骨格が形成された（図 
II-11）。環境省関連の陸域の保護地域についてみると、1960 年頃には国立公園（自然

公園法）、国定公園（自然公園法）、鳥獣保護区（鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適

正化に関する法律（鳥獣保護管理法））を合わせて、延べ約 3.2 万 km2程度であったが、

その後、都道府県立自然公園（自然公園法）、原生自然環境保全地域（自然環境保全法）、

自然環境保全地域（同）、都道府県自然環境保全地域（同）、生息地等保護区（絶滅の

おそれのある野生動植物の種の保存に関する法律（種の保存法））が新たに設けられ、

2010 年頃には 3.1 倍の延べ約 10 万 km2に拡大した（図 II-11）。現在では、陸域及び

内陸水域の約 20.3%が保護地域に指定されている22)。 
まとまった面積を持ち、その地域本来の自然環境を残している生態系は、我が国を

代表する自然的特性を知る上で重要であるとともに、生物多様性保全上の核（コア）

となる重要な地域といえる。まとまった面積を持つ重要地域は「国土を特徴づける自

然生態系を有する地域」として整理されている（図 I-1）。国土を特徴づける自然生態

系のうち、全体の５割強が保護地域の中に含まれている（図 II-12）。また、このうち

国が指定するものと都道府県が指定するものはほぼ同じ面積である23)。また、鳥類の種

数に着目した場合でも、全国的に保全優先順位の高い地点と保護区のギャップが確認

されている（図 II-13）。同様に魚類、底生動物も希少種の生息状況と保護区との間に

ギャップが確認されている（図 II-14）。 
また、2014 年に生物多様性鹿児島県戦略を制定した鹿児島県では、県土面積に対す

る自然公園の割合を現在の 9.4%から、2023 年度までに 14.4%に拡大する目標を立てる

等、各地方公共団体の生物多様性地域戦略でも保護地区の拡大等、独自の取組が進め

られている。 
対照的に、海域（領海及び排他的経済水域）は、沿岸域及び海域の保護地域は約 8.3％

となっている 22)。従来、国立・国定公園を始めとする海域の保護地域の多くは、陸域

の保護地域の緩衝地帯として指定されてきたことなどが背景にあると考えられる。生

物多様性の保全と持続可能な利用の手段としての海洋保護区のあり方について検討が

進められている。 
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(ii) 捕獲等の規制・保護増殖 
一部の野生生物については、1960 年代から鳥獣保護、天然記念物の保護、漁業調整・

水産資源保護等の観点から捕獲等の規制があった。例えば野鳥を捕獲するための猟具

であるカスミ網については、1947 年より許可のない者の使用が禁止され、1991 年以降

は販売、頒布、捕獲目的の所持も禁止された。また、1990 年以降、種の保存法等によ

る捕獲・採取規制の対象や保護増殖事業の実施については、長期的には対策が拡充さ

れる方向で推移し、引き続き対策が拡充される傾向にある。一方で、こうした対策に

より生息状況、生息環境の改善が認められる種もあることから、これらの種について

は、これまでの対策の効果を適切に評価した上で、種指定の解除や事業の終了につい

て検討することが求められている。現在、96 種が天然記念物に指定され、種の保存法

によって 134 種が国内希少野生動植物種に指定されている（2015 年 12 月時点）（図 
II-15）。また、水産資源保護法施行規則によりヒメウミガメやシロナガスクジラ等の７

種が指定されている。さらに、一部の種については種の保存法等に基づく積極的な保

護増殖の取組が進んでいる。都道府県でも県別にレッドデータブックが作成されるな

ど取組が順調に広がっている（図 II-16）。今後、国内希少野生動植物種の保護の効果

を評価し、十分な効果が上がっていない場合はその要因を分析するなど効果的な対策

を講じていくことが求められている。 
絶滅の危険性が極めて高く、本来の生息域内における保全施策のみで種を存続させ

ることが難しいと思われる種については、体系的な生息域外保全の取組が進んでいる。

また、本来の生息域内で絶滅してしまった種（トキ、コウノトリ）や、ツシマヤマネ

コ、ライチョウ等については、野生復帰の取組が、それらの生息環境の保全・再生等

とともに進められている。2014 年には、公益社団法人日本動物園水族館協会と環境省

の間で、また 2015 年には公益社団法人日本植物園協会と環境省の間で、生物多様性保

全の推進に関する基本協定書が締結され、より組織的な生息域外保全の取組みが進め

られている。 
また、自然再生や環境に配慮した事業等、国、地方公共団体、NGO、地域住民等の

多様な主体の連携・協働による取組が進められている。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典）環境省, 2013: 国内希少野生動植物一覧表資料、文化

庁, 2015: 国指定文化財等データベースより作成. 

図 II-15 「種指定天然記念物」と「国内希少野生動

植物種」の指定数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典）各都道府県の公表資料より作成. 

図 II-16 都道府県版レッドリスト・レッドデータブック

と希少種条例を作成・制定した都道府県数の推移 
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(iii) 自然環境に関する調査・モニタリング 
全国的な観点からわが国における自然環境の現況及び改変状況を把握することを目

的として自然環境保全基礎調査が、わが国の代表的な生態系の質・量の変化を長期か

つ継続的に把握することを目的として重要生態系監視地域モニタリング推進事業（モ

ニタリングサイト 1000）が実施され、その成果を提供している。前者において整備さ

れた植生図からは全国的な植生の改変あるいは回復の状況が、後者においては定点に

おける生息地の喪失あるいは改善状況等が把握される等しており、第１の危機による

自然環境の改変状況の把握や各種対策の立案、効果の検証にも活用されている。 
 

(iv) 生態系ネットワーク 
保護地域の指定だけでは生息地・生育地の連続性を十分に確保できない場合がある。

生息地・生育地のつながりや適切な配置を確保した生態系ネットワークの重要性が指

摘され、国有林の「緑の回廊」や都市の「水と緑のネットワーク」等、一部で取組が

進んでいる。 
 

(v) 自然再生 
開発によって改変された湿原や河川等の一部については、人為による積極的な再生

が図られている。2002 年に自然再生推進法が制定され、全国各地で自然再生協議会が

発足しており、現在、全国で関係省庁、地方公共団体、NGO、専門家、地域住民等の

連携・協働により自然再生事業が実施されている24)。 
2010 年ごろから開発等による生物多様性への影響を代償行為等によりゼロ又はより

良い状態にする「生物多様性オフセット」が注目され、導入に向けた多くの検討が実

施された。近年、愛知県では、土地利用の転換や開発等において、自然への影響を回

避、最小化した後に残る影響を、生態系ネットワークの形成に役立つ場所や内容で代

償することにより、開発区域内のみならず、区域外も含めて自然の保全・再生を促す

「あいちミティゲーション」の取組が進められている。また、企業ではトヨタ自動車

株式会社が研究開発施設を造成する際に、施設内の生息基盤の向上や、近隣の里山環

境の保全、維持管理による良好な動植物の生息生育環境の創出によって生物多様性オ

フセットを試みている。 
 

(vi) 環境に配慮した事業等 
近年、生態系や生息地・生育地の改変をともなう国や地方公共団体の事業にあたっ

て、生物多様性への影響を低減するための具体的な取組が試みられている。一定規模

以上の開発事業の実施にあたっては、環境影響評価法等に基づき、事業者によってあ

らかじめ環境への影響について調査・予測・評価が行われ、その結果に基づき、環境

の保全について措置・配慮が行われている。2011 年には事業の計画立案段階における

重大な環境影響の回避・低減を図るため、環境影響評価法の一部改正により、計画段

階環境配慮書の手続等が創設された。これにともない、2012 年には環境影響評価の具

体的な実施方法に関する基本的事項が改正され、計画段階配慮事項に係る調査・予測・

評価に関する指針において、重要な自然環境のまとまりを場として把握し、それに対

する影響を把握するものとされるなど、事業のより早期の段階から適切な環境配慮が

なされるような取組が進められている。 
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(vii) 持続可能な利用 
農林水産業については、生物多様性をより重視した持続可能なものとするため、農

薬・肥料の適正使用等環境保全型農業の推進、生物多様性に配慮した農業の生産基盤

整備が進められている。また、森林においては針葉樹人工林化に伴って土壌の生物相

が均質化する一方、均質化した多様性が広葉樹林化によって再度回復する可能性が報

告されている25)。このことから、森林では、生物多様性の保全をはじめとする公益的機

能の発揮を図るため、人工林の長伐期化、複層林化、針葉樹・広葉樹混交林化の取組

が進められており、水産業でも、主要な魚種への漁獲可能量の設定、資源管理計画の

策定、漁場環境として重要な藻場・干潟等の維持管理活動が進められている。また、

森林管理協議会（FSC：Forest Stewardship Council）や一般社団法人緑の循環認証会

議（SGEC：Sustainable Green Ecosystem Council）といった森林認証を受けた面積

は近年増加傾向にあり、2014 年 11 月時点で国内における森林認証面積は、FSC が約

42 万 ha、SGEC が約 125 万 ha となっている（図 II-17）。海洋管理協議会（MSC：

Marine Stewardship Council）や水産エコラベル（MEL：Marine Eco-Label）といっ

た水産認証の取得数は、2013 年時点で MSC は３件、MEL は生産段階、流通加工段階

を合わせて 69 件が認証されている26),27)。 
企業活動においても、原材料の調達地を対象とした国際的な自然保護プロジェクト

への支援、エコラベルの添付された産品の流通、環境報告書における生物多様性関連

の取組の記載等、生物多様性の視点の組込みが進められている。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典）環境省, 2014: 環境基本計画等において定められた指標の動向より作成. 

図 II-17 国内における森林認証面積 

 
 

(viii) その他 
工場・事業所等から湖沼・海域への窒素やリンの排出については、水質汚濁防止法

やその他特別措置法等によって排水規制や総量規制がなされている。食料や飼料の輸

入により依然として国外から持ち込まれる窒素やリンの量は多いが、都市域を中心に、
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また、これらの対策の効果を検証するためのモニタリングについても、自然環境保

全基礎調査や重要生態系監視地域モニタリング推進事業（モニタリングサイト 1000）
等による調査・情報整備が進められており、情報が蓄積されつつある。 
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(ii) 管理・利用の縮小 
高度経済成長期（1950 年代後半～70 年代前半）の社会経済状況の変化により薪炭や

たい肥・緑肥等の経済価値が減少した。1970 年以降に薪炭の生産量は急激に減少して

おり（図 II-18）、国内で薪炭林・農用林として使われてきた二次林の多くの利用・管

理が低下した可能性がある。このような農林業に対する需要の変化は土地利用の変化、

生物多様性に大きな影響を及ぼした2)。管理の行き届かなくなった二次林は陽樹的な樹

種から陰樹的な樹種に推移していき、最終的には極相林となる。また、極相林への遷

移に従って木本種の種多様性が低くなることが報告されている3)。モウソウチクは丸竹

やタケノコとして利用されてきたが，代替え製品の普及や輸入の増加によって需要が

減少しており，管理が十分に行われていないモウソウチク林が隣接地に侵入し，その

面積を拡大させている4)。広葉樹林へのモウソウチクの侵入は植物多様性の衰退をもた

らし、ひいては生物の多様性にも負の影響を与えていると報告されている5)。竹林の分

布確率を推定した報告では、分布する可能の高い地域は西日本に多く、北海道、東北

各県では低くなっている。これらの竹林の分布確率が高い地域では、竹林が広く拡大

しているか、または今後の拡大が予測されている（図 II-19）。 
長期にわたって日本の植生の主要な構成要素であったススキ草原（茅場）や放牧地

等の二次草原は、農業用に使役される牛が放牧されることによって維持されてきたが、

1958 年～1968 年にかけて使役牛の割合が 77%から４%に減少しており、二次草原の遷

移を促進した可能性がある6)。二次草原の減少は、草原性の鳥類、チョウ類を大幅に減

少させる要因として挙げられている7),8)。 
また、計画的な人工林の間伐は、生息する生物の種や個体数の増加をもたらし、生

物多様性保全にある程度貢献することが指摘されており9),10),11)、間伐等の森林整備が適

切に行われないと人工林に生息する生物種にとっての生息地・生育地としての質を低

下させると考えられる。 
水田、水路、ため池等は、氾濫原等自然の撹乱を受ける場所に生息していた生物の

代替的な生息地・生育地としても機能してきたことが指摘されている12),13)。しかし、

1990 年には耕作放棄が進み、農業水利施設の利用も低下した。例えば、耕作放棄地面

積は 1985 年に対し、2010 年には約３倍に増加した（図 II-20）。特に、農業地域類型

別の耕作放棄地面積の割合をみると、氾濫源に位置する平地農業地域及び都市的地域

での耕作放棄の割合は 2000 年以降に増加している14)。これらの環境に生息・生育する

生物種にとっての生息地・生育地としての質の低下が指摘されている15)。ただし、耕作

放棄によって一部の種では正の影響を受ける16)ことも知られており、負の影響に限らな

いことにも注意が必要である。 
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出典）農林水産省, 2015: 農林業センサスより作成. 

図 II-20 耕作放棄地面積の推移 

 

 

 

BOX II-1 消滅集落跡地の資源管理状況 
過疎地域等の集落では働き口の減少をはじめとして耕作放棄地の増大、獣害や病虫害の発生、林業

の担い手不足による森林の荒廃等の問題が発生しており、地域における資源管理や国土保全が困難に

なりつつある。消滅した集落の森林・林地の管理状況は、これらの集落の 54％では元住民、他集落

又は行政機関が管理しているものの、残りの集落では放置されており、その割合も前回調査（2007
年）と比べ上昇している。 

 
出典）林野庁, 2014: 平成 26 年度森林・林業白書. 
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(v) 絶滅危惧種の減少要因としての「第２の危機」 
維管束植物の絶滅危惧種の約 30%が「自然遷移等」、すなわち「第２の危機」に相当

する管理放棄、遷移進行・植生変化を減少要因としている（図 II-10）。 
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（二次的自然）24)の維持に対して一定の効果をあげてきた。このような背景から国土の

生物多様性保全の観点から重要な里地里山を明らかにし、多様な主体による保全活用

の取組を促進することを目的として、2015 年に 500 箇所の「生物多様性保全上重要な

里地里山」が環境省により選定された。 
今後も、将来的な人口減少等の大きな社会構造の変化を踏まえて、人と自然の関わ

り方を再構築するような新たな仕組みを構築していくなど、幅広い対策の充実・強化

が必要と考えられる。 
 

(i) 野生鳥獣の保護・管理 
農林業被害を防止するため、都道府県が策定する第二種特定鳥獣管理計画に基づく

個体数調整等の鳥獣の管理や、鳥獣被害防止特措法に基づく取組等が進められている。

また、鳥獣の保護・管理を行う担い手の育成等が進められている。シカやイノシシ等

の中・大型哺乳類や移動性の高い動物等、広域に分布し、複数の都道府県で対策を実

施しないと効果が望めない鳥獣について、広域的な保護・管理の推進が必要とされて

いる。 
1960 年代に鳥獣保護法に鳥獣保護事業計画制度が設けられた時点では野生鳥獣は減

少傾向にあり人との軋轢は限られていたが、1980 年代頃から、野生鳥獣による農林業

や植生の被害が社会的な問題となった。このような状況を受け、1999 年に、著しく増

加または減少した野生鳥獣の地域個体群の個体数管理等を行う特定鳥獣保護管理計画

制度が設けられ、2015 年現在 46 都道府県において 133 計画が策定されている25)。し

かし、野生鳥獣による自然環境への影響や農林水産業・生活環境への被害が拡大・深

刻化し続け、鳥獣の捕獲に担い手が減少・高齢化していることから、鳥獣の捕獲等の

一層の促進とその担い手の育成を図るため、2014 年に鳥獣保護法が改正され、2015
年５月 29 日に鳥獣保護管理法が施行された。この改正により、適切な個体群管理を行

うため、集中的かつ広域的に管理を図る必要があるとして環境大臣が指定する鳥獣（シ

カ・イノシシ）について、都道府県が主体となって捕獲を行う「指定管理鳥獣捕獲等

事業」の創設や、鳥獣の捕獲等に専門性を有し、安全を確保して適切かつ効果的に鳥

獣の捕獲等を実施できる事業者を都道府県知事が認定する「認定鳥獣捕獲等事業者制

度」が導入される等、鳥獣の管理が抜本的に強化された。 
 

(ii) 保護増殖・自然再生 
里地里山における絶滅のおそれのある種を対象に、生物多様性の保全に配慮した農

林業等による保護増殖が進められている。また阿蘇における草原の再生等、二次的自

然における自然再生が進められている。 
 

(iii) 生物多様性の視点に立った自然資源の利用・管理 
近年、環境保全型農業の推進に加え、環境教育やエコツーリズム、バイオマスの利

用等の、生物多様性の視点に立った自然資源の利用促進を図るような利用・管理の方

策が検討されている。また、個体数調整のために捕獲されたシカ、イノシシ等の有効

活用も試みられている。里地里山等の維持管理のために、農林漁業者、NGO 等の地域

のネットワークの構築、地方公共団体、企業、都市住民等も含めたネットワーク化が

進んでいる。都市近郊の里地里山でも NGO や都市住民による保全活動が行われており、

緑地保全制度等を活用した保全・管理が進められている。 
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また、日本を含む世界各地での経験を踏まえ、二次的自然環境における持続可能な

自然資源の利用・管理を世界的に推進するための取組を「SATOYAMA イニシアティ

ブ」として提唱している。吉岡ら 1)は「さとやま指数」を用いた評価の結果、国立公園

は里地里山の保全に重要な役割を果たす可能性があることが示されており、自然公園

の管理において、里地里山を意識した保全管理が実践されれば、生物多様性保全に広

く寄与しうると報告している。企業においても、竹を原材料とした紙等、里地里山の

管理に寄与する製品開発が実施されている26)。そのほかにも資源利用における企業活動

の生物多様性への影響を削減する取組が進んでいる27)。 
 

(iv) 農林水産業の振興と農山魚村の活性化 
農山漁村においては、適切な農林水産業活動の実施により、生物多様性の保全や生

態系サービスの維持・向上等が図られている。地域によって、生物多様性の保全をよ

り重視した農林水産業の推進等の取組も見られる。これらの取組は、行政、地域住民、

農林漁業者、NGO、土地所有者、企業等多くの主体が協働して、地域に根づいた方法

で持続的に進められる必要がある。例えば、株式会社日立製作所は里地里山の自然環

境を保全する「IT エコ実験村」の取組を実施しており、神奈川県秦野市、東海大学及

び地域住民と協働で IT を活用した里山再生・保全の実証、検討が進められている28)。 
また、株式会社スギヨファームは耕作放棄地を利用した農業生産により、耕作放棄

地の解消と同時に地域の雇用確保や活性化へとつなげる取組を実施している29)。 
 

(v) 自然環境に係る調査・モニタリング 
自然環境保全基礎調査の一環として植生図の整備が進められており、わが国の二次

的植生の分布や面積が把握されている。また、2005 年から開始されたモニタリングサ

イト 1000 里地調査等においては、二次的自然環境における生態系の変化等に係る情報

が蓄積されつつある。 
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減少し、その他の「生きている動物」も 2000 年以降緩やかに減少している（図 II-22）。
一部の分類群では輸入数が減少傾向にある（図 II-23）。 

外来種は、野外への逸出と繁殖を経て、生態系に侵入・定着する。一部の外来種に

ついては分布の拡大が顕著であり、在来種に大きな影響を与えている（図 II-24）。特

定外来生物に指定されているアルゼンチンアリは 1993 年に広島県で初めて確認され、

2010 年までに東京まで分布を拡大している2)。タイワンシジミ等、食用として意図的

に持ち込まれた外来種、ムラサキイガイやサキグロタマツメタ、コウロエンカワヒバ

リガイ等船舶のバラスト水や生物の船体付着等によると思われる非意図的な導入も知

られており3),4)、一部の種は侵略的外来種として分布の拡大と既存の生態系への影響が

懸念されている 3),5)。また、植物については緑化植物が逸出したネズミムギ6)や園芸植

物が野生化したオオキンケイギク7)、輸入飼料への種子混入から分布を拡大したアレチ

ウリ8)等の影響が懸念されている。 
このほか、希少種であるタナゴと外来種のタイリクバラタナゴとの競合等、多数の

影響事例が報告されている9),10)。なお、国内の他の地域から生物が持ち込まれる場合に

も同様の問題が生じる。沖縄島に移入されたヒルギダマシの急速な分布拡大による干

潟生態系への影響11)、福岡県に移入したハスによるアユ、オイカワの捕食といった問題

が知られている12)。 
生態系への影響や農林水産業への被害がある種等では防除が試みられているが、小

島嶼等を除いて、いったん拡大した外来種の分布を抑えることは容易ではない。アラ

イグマの捕獲数は年々増加し、2011 年には年間２万頭を超えている13)※。 
 

 

 

 

 

 

 

 
出典）財務省,2015: 貿易月表より作成. 

図 II-22 海外から輸入される「生きている動物」

等の輸入量の推移 

 

 

 

 

 

 

 
出典）財務省, 2015: 貿易月表より作成. 

図 II-23 海外から輸入される「生きている動物」

の近年の輸入数の推移 

 
 

                                                  
※ 捕獲数の増加は、生息数の増加、分布域の拡大と被害の増大を反映していると考えられるが、捕獲数

の変化率が、そのまま生息数の変化率と比例関係にあるとは言えないことに留意。理由としては、①
年により捕獲努力量に差があると考えられること及び、②主な捕獲は農地周辺等で行われているが、
アライグマは農地周辺以外にも生息しており、その分布状況は不明であること、が想定される。 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

20
02

20
03

20
04

20
05

20
06

20
07

20
08

20
09

20
10

20
11

20
12

20
13

20
14

輸
入

数
（
千

頭
、

羽
）

（年）

哺乳類

鳥類

爬虫類

両生類

0

100

200

300

400

500

600

19
76

19
80

19
85

19
90

19
95

20
00

20
05

20
10

輸
入

量
(千

kg
)

（年）

こい、金魚、その他の

観賞用の魚

生きている動物



 

 

注：

出典

書. 

 

 

(

た

の

年

の

鎖

知

生

あ

っ

線

て

北海道では 200
）環境省 生物多

(ii) 化学物質

科学技術の

たな利用方法

のとなった。

るリスクも指

年以降、全般

の長期的な環

鎖を通じて高

知られている

化学物質が

生物の生殖異

ある。 
また、有害

っている18)。

線の影響や波

ている19)。生

よって摂食す

01 年にオオクチ

多様性総合評価

図

質による生物

の発達によっ

法も考案され

。しかし、同

指摘されるよ

般に減少する

環境中におけ

高次捕食者の

る。 
がもたらす影

異常について

害な化学物質

マイクロプ

波の力によっ

生態系への影

することが可

チバスの生息が確

検討委員会, 20

図 II-24 侵略

物への影響

って、新たな

れ、化学物質

同時に分解さ

ようになった

る傾向にある

ける残留が認

の体内に蓄積

影響は未解明

て、化学物質

質の輸送媒体

プラスチック

って微細化し

影響は未解明

可能なため、

39 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
確認されたが、

10: 図Ⅱ-17 侵

略的外来種の

な化学物質の

質は私たちの

されにくい性

た。主要汚染

るが、現在も

認められる14

積され 14),16),

明な部分も多

質の内分泌か

体としてマイ

クとは、ペッ

したもので、

明な部分が多

生態系への

2007 年に駆除

侵略的外来種の分

分布の拡大

の数が増加し

の生活におい

性質の化学物

物質の魚類

も検出されて
4),15)。PCB 等
17)、野生動物

多いとされ、

かく乱作用が

イクロプラス

トボトルや漁

有害な化学

多いが、微細化

の影響が懸念

除を終了した。 
分布拡大, 生物多

し、また既存

いて欠かすこ

物質が人体や

における検出

ており（図 I
等有害な化学

物や人に影響

世界各地で

がクローズア

スチックが世

漁具等のプラ

学物質を吸着

化した粒子は

念されている

多様性総合評価報

存の化学物質

ことのできな

や野生生物に

出レベルは、

II-25）、化学

学物質が、食

響を及ぼすこ

で観察された

アップされた

世界的に問題

ラスチックが

着する特徴を

は海洋の生物

る 19)。 

報告

質の新

ないも

に与え

1978
学物質

食物連

ことが

た野生

た例も

題にな

が紫外

を持っ

物相に



 

40 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典）環境省, 1978-2014: 化学物質環境実態調査より作成. 

図 II-25 主要汚染物質の検出状況の経年推移（魚類・貝類） 

 

(iii) 絶滅危惧種の減少要因（第３の危機関係）［再掲］ 
生物分類群ごとの減少要因のうち、「第３の危機」に相当する外来種を示す「移入種」

はとりわけ爬虫類において約 70%と高く、他の分類群でも約 20%から 30%を占めてい

る（図 II-10）。外来種のうち、一部は侵略的外来種として、在来種の捕食、在来種と

の競合、交雑等の種間関係、伝染病の媒介や、生息環境の破壊等を通して生態系もし

くは遺伝的な撹乱を生じさせ、結果として在来種の個体数の減少や絶滅を引き起こす

可能性がある20)。とりわけ、島嶼の生態系は規模が小さく固有種が多いため、侵略的外

来種の影響が強く懸念され、実際に多くの事例が報告されている21),22),23)。 
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(i) 外来種等の輸入・飼養等の規制 
生物の輸入についての規制は、従来、植物防疫法や感染症予防法等によって行われ

てきたが、生態系や農林水産業等に係る被害を防止する観点から、特定外来生物等と

して指定された種への対策等を行う外来生物法が 2005 年に施行され、2013 年には対

策を一層強化すべく改正が行われた。2015 年現在、同法により 110 種類の特定外来生

物及び 57 種類の未判定外来生物が指定されている（表 II-8）。 
また、生物多様性に影響を及ぼす可能性のある遺伝子組換え生物に関しては、「遺伝

子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律（カルタヘナ

法）」によって、その利用に対し事前に生物多様性の影響についてのリスク評価を行う

などの措置が取られている。 
 

(ii) 侵略的外来種等の防除及び対策のさらなる推進 
国内に定着して影響を及ぼしている外来種については、島嶼等保護上重要な地域に

おいて自然再生や絶滅危惧種の保護増殖上の問題を取り除くという観点から、環境省

が防除を実施している。また河川管理や道路管理等の一環として外来植物の駆除等が

関係省庁の取組によって進められている。全国各地の地方公共団体、NGO、地域住民

によっても、例えば、アライグマやオオクチバス等について防除の取組が進められて

いる25)。 
また、外来種対策のさらなる推進に向け、2015 年には、さまざまな主体の行動指針

等を示した「外来種被害防止行動計画」や、適切な行動を呼びかけるためのツールと

して「我が国の生態系等に被害を及ぼすおそれのある外来種リスト（略称：生態系被

害防止外来種リスト）」が作成された。本リストには 429 種類の外来種を挙げており、

掲載種への対策の方向性も併せて整理している。 
 

(iii) 化学物質の規制・管理 
1973 年に制定された化審法によって、主に人への影響の観点から、新たに製造・輸

入される化学物質の事前審査や、難分解性・高蓄積性・人への長期毒性を有する化学

物質の製造・輸入・使用を原則禁止とする規制が設けられてきた。2003 年の法改正に

より、化学物質の動植物への影響も考慮されることになり、2009 年の法改正により既

存化学物質を含むすべての一般化学物質についてリスク評価・管理の対象とされるよ

うになった。また、1999 年に制定された特定化学物質の環境への排出量の把握等及び

管理の改善に関する法律により、人の健康や動植物に有害なおそれのある化学物質に

ついて事業者から環境中への排出量等を国に届け出る制度が導入され、事業者の自主

的な管理を促進するとともに、化学物質による環境汚染の防止を図っている。 
さらに、1948 年に制定され、2003 年に改正された農薬取締法、1999 年に制定され

たダイオキシン類対策特別特措法等による規制も行われている。 
 

(iv) 自然環境に係る調査・モニタリング 
自然環境保全基礎調査において、外来生物の分布状況が把握されている。モニタリ

ングサイト 1000 の各調査分野においては、高山帯へのセイヨウオオマルハナバチの侵

入やガビチョウ・ソウシチョウの分布拡大等、外来生物の侵入・定着に係る情報が蓄

積されつつある。また、生物情報を集約・提供するシステムである「いきものログ」

を整備している。 
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表 II-8 特定外来生物、未判定外来生物及び生態系被害防止外来種リストの種類数 

カテゴリー 哺乳類 鳥類 爬虫類 両生類 魚類 昆虫類
無脊椎

動物※ 
植物 合計

特定外来生物 25 5 16 11 14 9 17 13 110 

未判定外来生物 12 2 5 10 16 1 9 2 57 

生態系被害外来種リスト掲載種 41 15 26 15 59 22 51 200 429 

※：昆虫以外の脊椎動物の合計 
出典）環境省資料. 
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れている 1),2),3)。また、地域によっては世界的な気候変動の影響とは異なった傾向が認

められることもあるため、地域に特有の影響を調査する必要があると報告されている4)。 

一つの生態系に生息・生育する生物でも温度変化に対する反応は種や分類群によっ

て異なっていることが知られており5),6)、気候変動によって、食う、食われるの関係や

動物による植物の送受粉や種子散布、昆虫間の寄生等、様々な生物の種間相互作用に

不一致が生じる可能性が指摘されている7),8)。このような生息環境の変化や種間の相互

作用の不一致は、大規模な生物の死滅や関わりのある生物の個体数の減少、また新た

な種との置き換えなど生態系に変化を引き起こす危険性がある 8)。 
わが国では、全国の平均気温の上昇が観測されており、気候変動が生物多様性に及

ぼす影響についての研究が進められている 7),8)。その結果、サンゴ礁等一部の生態系の

規模の縮小、質の低下の事例が報告されている9)。 
 

(ii) 生態系の変質 
気候変動による海洋・沿岸の生物への影響は既に発現しており、海水温の上昇等に

よるサンゴの白化現象のほか、低温性の種から高温性の種への遷移、南方系の魚種の

増加、種構成の変化等が報告されている。また、海水温の上昇と海洋酸性化の影響に

より、亜熱帯地域の造礁サンゴに適した海域が、減少・消滅する予測も出されている。

例えば、沖縄本島周辺では、水温の上昇に伴う大規模白化によるサンゴ被度の減少が

報告されており、1995年に 24.4％あったサンゴ被度は、分析の結果、1999年に 12.1％、

2009 年には 7.5％にまで減少したことが確認され、特にミドリイシ属で明らかな減少

が見られた（図 II-26）。生態系の縮小の事例として、北海道アポイ岳では、1970 年代

から、木本植物の侵入による高山草原の急速な減退が報告されており、やはり気候変

動との関係が指摘されている10)。ハイマツの年枝を過去 20 年程度までさかのぼって１

年間の枝の伸びる長さ（年枝伸長量）を計測した結果、年ごとに伸長量が 0.72～1.1mm
／年ずつ増加しており（大雪山、北アルプス（立山）、白山）、従来（1990 年頃）は年

枝伸長量が 30mm 程度だったことから考えると、少なくとも過去 20 年間で約 60％も

伸長量が増えていることとなる（図 II-27）。また、伸長量と夏の気温の間に正の相関

関係があることが認められた11)ことから、ハイマツの生長量が温暖化の影響を受けてい

る可能性が考えられる。同時に各地の高山帯では積雪量の低下等にともなうシカの侵

入も指摘されており12),13)、このことも高山植物群落の退行の一因とされている14),15)。

さらに、シカの増大により生物相に影響が生じ続けると、生態系機能の損失につなが

り、気候変動に対する生物相の応答にも影響を及ぼす可能性があると報告されている16)。 
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 2) 損失への対策 
2015 年３月に中央環境審議会より示された「日本における気候変動による影響の評

価に関する報告と今後の課題について（意見具申）」によれば、「生態系への影響」に

ついては多くの大項目において既に影響が見られており、重大性が「特に大きい」と

評価された。一方、「生態系サービスへの影響」については、既往の研究事例が少なく、

「現状では評価できない」とされている。気候の変動が、他の要因と重なり、生物多

様性にどのような変化をもたらし、生態系サービスにどのような影響を与えるのかに

ついて研究を進めることは、生態系サービスの利用状況や享受の程度が地域ごとに異

なることからも重要である。 
「第４の危機」に対応するには、温室効果ガスの排出量削減や吸収源の拡大（緩和）

が必要であるが、既に生じているまたは近い将来生ずることが見込まれる気候変動の

影響に対しては、自然や人間社会のあり方を調整する「適応」を検討する必要がある。 
気候変動の影響に対する緩和策としては、生物多様性の保全と気候変動の緩和の両

面に役立つような施策が重要である。炭素を固定・貯蔵している森林や湿原・草原等

の森林生態系や藻場、マングローブ林等の沿岸生態系の保全・再生、温室効果ガスの

排出を削減する農業の実施、草木質系バイオマスの利用、住宅用資材としての木材の

使用等が検討・実施されている。また、生態系は温室効果ガスを吸収する場合があり、

生態系の保全や再生は、緩和への貢献にもなり得るということも踏まえる必要がある。

生態系をうまく活用することで緩和策と適応策の両方の効果が期待できる。 
2015 年 11 月に「気候変動の影響への適応計画」が閣議決定され、適応策の基本と

して、モニタリングにより生態系と種の変化の把握を行うとともに、気候変動の要因

によるストレスのみならず気候変動以外の要因によるストレスにも着目し、これらの

ストレスの低減や生態系ネットワークの構築により、気候変動に対する順応性の高い

健全な生態系の保全と回復を図ることが示された28)。また、生物多様性分野における適

応の基本的考え方では、「気候変動が生物多様性に与える悪影響を低減するための自然

生態系分野の適応策」、「他分野の適応策が行われることによる生物多様性への影響の

回避」、「気候変動に適応する際の戦略の一部として生態系の活用」の３つの視点で捉

えられることが示されている29)。例えば気候変動によって生じる生態系への変化を素早

く把握することを目的の一つとして、モニタリングサイト 1000 によってサンゴ礁や森

林・草原、高山帯等様々な生態系における定点観測が実施されている。気象庁で収集

されている1950年代からの気象データと生物季節観測に関するデータは多くの研究者

に利用され、気候変動による生物多様性への影響が解明されつつある。 
さらに、象徴的な種の減少、すぐれた自然景観の喪失、地域の暮らしを支える生態

系サービスの低下といった問題が著しい場合、地域を限って、草刈りや除伐等の「現

在の生態系・種を維持するための管理」、動物園や植物園等で保全を行う「生息域外で

の保全」、新たな生息適地への個体の移殖等の「気候変動への順応を促す管理」等の積

極的な干渉を行う可能性もありうる。 
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 2) 自然に対する関心度 
自然に対する関心度について、1991 年、1996 年、2001 年及び 2006 年の調査では

「非常に関心がある」、「ある程度関心がある」と回答した割合はともに横ばい傾向で

あった。2009 年には「非常に関心がある」と答えた割合が増加したが、その後 2014
年の調査では減少した。ただし、「ある程度関心がある」を含めると、横ばいであった

（図 II-30）。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１：2006 年６月調査までは、「どちらかといえば関心がある」となっている 
注２：1996 年 11 月調査までは、「どちらかといえば関心がない」となっている 
注３：2006 年６月調査までは、「全然（全く）関心がない」となっている 
出典）内閣府, 2014: 平成 26 年環境問題に関する世論調査より作成 

図 II-30  自然に対する関心度 

 3) 生物多様性の保全のための取組に対する意識 
生物多様性の保全のための取組に対する意識について、1996 年、2001 年、2006 年

及び 2009 年の調査では、「人間の生活がある程度制約されても、多種多様な生物が生

息できる環境の保全を優先する」と回答した割合は増加傾向であったが、2009 年、2012
年及び 2014 年の調査では減少傾向であった（図 II-31）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注１：1996 年 11 月調査では、「人間の生活がある程度制約されても、多種多様な生物が生息できる環境の保全を

優先すべきである」となっている 
注２：1996 年 11 月調査では、「人間の生活が制約されない程度に、多種多様な生物が生息できる環境の保全を進

めるべきである」となっている 
注３：2001 年５月調査までは、「生活の豊かさや便利さを確保するためには、多種多様な生物が生息できる環境が

失われてもやむを得ない」となっている 
出典）内閣府, 2014: 平成 26 年環境問題に関する世論調査より作成 

図 II-31  生物多様性の保全のための取組に対する意識 
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からの木材需要の高まりによる大規模な伐採とそれにともなってのスギ・ヒノキ等単

一樹種による大規模な拡大造林が行われたことが挙げられる（図 II-33）。また、1980
年代後半のバブル経済期には森林から農地、宅地、工場、レジャー施設への転用が進

み、森林が減少した。歴史的に改変の進んだ西日本では自然林（常緑広葉樹林）の面

積はわずかしか残っておらず、こうした変化による平野部の二次林等に依存する一部

の希少種への影響が示唆されている1)。 
人手不足や管理放棄等の二次林における人間活動の縮小は、薪炭林等として使われ

てきた明るい林床を有した二次林の多くを、高齢化した樹木やタケ・ササ類が密生す

る暗い雑木林へ変化させてきた。二次林の適切な管理の縮小による、森林生態系の一

部を構成する生物の生息・生育環境の変化が示唆されている2)。また、公益的機能の発

揮が強く期待される育成林のうち、機能が良好に保たれている森林の割合は 2014 年度

において約 73%となっているが3)、計画的な整備を実施しない場合には、この割合が約

56％に低下する4)と見込まれる。 
一方、生物多様性保全機能に関して、単層の人工林（多くは針葉樹林）で植栽時に

一時的に低下する生物多様性のレベル（種多様性）も、高齢林では天然林に近いレベ

ルに回復すると報告されている5)。また、他の土地利用に比べると、はるかに生物多様

性は高いと報告されている 5)。 

 
 

 

 

 

 

 

 
注：生物多様性保全機能に関して、単層の人工林（多く

は針葉樹林）でも植栽時に一時的に低下する生物多様性

のレベルも、高齢林では天然林に近いレベルに回復する。

また、他の土地利用に比べると、はるかに生物多様性は

高い 5)。 
出典）林野庁, 2012: 森林資源の現況. 

図 II-32 森林面積（天然林・人工林）の推移 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
出典）林野庁,1989-2015: 森林・林業統計要覧より作成.

図 II-33 人工造林面積の推移 

  

(ii) シカ及び森林病害虫による被害等 
シカの 1978 年と 2009 年の分布を比較すると、1978 年に分布していた地域を中心に

シカの分布は大きく拡大している。（図 II-34）。環境省（2015）の推計によると、2012
年の全国のニホンジカの個体数は 249 万頭と推定されており、1989 年の約 30 万頭と

比較すると大幅に増加している6)。シカの分布の拡大や過密化は、土壌の流出や斜面の

崩壊7),8)、森林樹木の更新や再生の阻害等の二次的な破壊や森林生態系の撹乱の要因と

なることが指摘されるなど9),10)、全国的に大きな損失を引き起こすおそれがある。また、

イノシシについても積雪の少ない東日本の太平洋側等を中心に分布が拡大していく可

能性が高いため、分布が拡大し生息密度が高くなる前に早急な対策を取っていくこと

が求められる（図 II-35）。 
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害を拡大させることが指摘されている11)。松くい虫被害量については、1979 年にピー

クとなり、その後は減少傾向にあるが（図 II-36）、高緯度・高標高地域では被害が増

加している箇所もある。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典）環境省, 2012: 平成 23 年度生物多様性評価の地図化に関する検討調査業務報告書 

図 II-34 シカの分布とその拡大予測 
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出典）環境省, 2012: 平成 23 年度生物多様性評価の地図化に関する検討調査業務報告書. 

図 II-35 イノシシの分布とその拡大予測 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
出典）林野庁, 2015: 全国の松くい虫被害量（被害材積）の推移. 

図 II-36 全国の松くい虫被害量の推移 

(iii) 気候変動 
森林の中でも山地の生態系については、気候変動の影響が懸念されている。特に、

低標高に生息していた生物の高山帯への分布拡大、ブナ林等の冷温帯自然林や標高の
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する影響が懸念されている12),13)。 
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(v) 観賞目的の生物の乱獲・盗掘の影響 
高度経済成長期以降、国民の生活が豊かになったことでペットや園芸の需要が急速

に増加し、希少種等一部の森林性動植物（昆虫類、ラン科植物等）の観賞目的の乱獲・

盗掘が問題となっている。 
 

(vi) 山岳地域への影響 
登山の対象となる一部の山岳において登山道周辺の裸地化の進行や、個体数が増加

したシカによる高山の植生への影響が指摘される一方で18),19)、気候変動による気温の

上昇や降水量、降雪量の変化、雪解けの速度の変化等の複合的な影響にともない、高

山植生への影響も懸念されており、ハイマツの年枝伸長量の変化が観察されている例

もあるほか、ササの侵入による高山植生の消失、ハイマツの分布拡大、高標高地への

木本類の分布の移動が確認されている。また、登山道の荒廃やシカによる植生への影

響は、気候変動に伴う極端な気象現象の増加やシカ分布の制限要因となる積雪の減少

により、更に悪化することも考えられる。 
 

(vii) 林業生産活動の停滞 
森林蓄積（森林資源量）は、1960 年代の約 19 億 m3から現在の約 49 億 m3に倍増

した20)。1950 年代後半には、高度経済成長にともなって建材等の需要が高まり、国内

の針葉樹林・広葉樹林が大規模に伐採された21)。しかし、1970 年代に木材需要の低迷

等により林業活動は停滞した。 
 

 2) 損失への対策 
森林においては、保護地域の指定と管理による保護対策の強化、森林の連続性の確

保のための生態系ネットワークの構築に関する取組、野生生物の生息地・生育地とし

ての森林に着目した森林施業や保護増殖等が進められ、一定の効果をあげてきた。ま

た、国等の公的機関が率先して環境物品等の調達を推進するとともに、環境物品等に

関する適切な情報提供を促進することにより、需要の転換を図り、持続的発展が可能

な社会の構築を推進することを目指す「国等による環境物品等の調達の推進等に関す

る法律（グリーン購入法）」が制定されている。同法では、古紙パルプ配合率が可能な

限り高いもの、バージンパルプが原料の場合には森林認証材パルプ等の利用割合が可

能な限り高いものといった配慮事項が定められている。また、国内における森林認証

を受けた面積は近年増加傾向にある（図 II-17）。その一方で低下した森林の管理水準

を回復させるための施策を、引き続き強化していくことが必要と考えられる。 
 

(i) 森林における保護地域等 
脊梁山地を中心に分布するような特に自然性の高い森林等については、保護地域の

指定による保護が 1910 年代から進められてきた。秋田県の森吉山麓高原、紀伊半島の

大台ヶ原等における森林の自然再生事業や、森林の連続性の確保にも力を注いでおり、

国有林における「緑の回廊」の設定など、野生生物の生育・生息地を結ぶ移動経路を

確保する森林生態系ネットワークの形成等の対策が実施されており、2010 年に COP10
が開催された愛知県でも、地域の多様な主体が協働で生態系ネットワーク形成を進め

る「あいち方式」の取組が実施されている。 
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(ii) 森林に生息・生育する生物の保護と管理 
森林に生息・生育する生物のうち、生息状況が懸念される一部の種については鳥獣

保護管理法、種の保存法等による捕獲等の規制や保護増殖の取組が進められている。

また、個体数が過剰に増加した種による森林被害を防止するため、捕獲による個体数

調整や被害防止施設の設置等が行われている。 
 

(iii) 生物多様性への配慮と持続可能な利用 
保護林や緑の回廊の設定のほか、野生動植物の生息・生育環境に配慮した施業が国

有林野の管理経営で推進されている。また、森林の生物多様性の保全を含む多面的機

能を発揮させるため、複層林への移行や間伐の推進、広葉樹林化、長伐期化等による

多様な環境を含む森林への誘導が実施されている。また、第三者機関が一定の基準に

基づき、適切な森林経営や持続可能な森林経営をしている森林であることを認証する

森林認証等の取組が進められている。 
 

(iv) 林業・山村の活性化等 
林業・山村の活性化を通して林業生産活動の停滞等による森林の管理水準の低下等

に対応するため、国産材の利用の促進、新規就業者の確保や都市と山村の交流・定住

の促進等が図られている。また、水源税や森林環境税等を導入する地方公共団体も増

え、それによって間伐等の人工林管理や生態系保全を促進しようとする動きも顕著に

なってきた。現在、全国 35 の地方公共団体により森林環境税が導入されている。例え

ば、神奈川県では一人当たりの年間平均で 950 円を負担し、森林整備や間伐材の搬出

BOX II-4 登山道の裸地化への対策―大雪山における登山道整備 

1990 年代からの日本百名山ブーム等で一部の有名な山へ登山者が集中し、登山道の土壌侵食

や周辺植生の破壊・消失が問題となった。また、利用集中と登山道荒廃への対処として登山道

を整備した結果、周辺景観等になじまない過剰整備との批判が生じる例もあった。こうした状

況に対し、大雪山国立公園では、2002 年度～2004 年度に「大雪山国立公園における登山道管

理水準検討会」を設置し、登山道の管理のあり方と登山者側に守って欲しい基本的なルールや

マナーを定めた「大雪山国立公園登山道管理水準と登山の心得」（平成 18 年３月）や登山道の

浸食、荒廃に対して、大雪山国立公園にふさわしい登山道の保全修復を行うことを目的とした

「大雪山国立公園における登山道整備技術指針」（平成 17 年３月）を策定し、登山道の利用状

況や植生等の状況、荒廃の程度に応じた保全修復及び登山道整備等の対策が進められている。

また、2013 年度より登山道現況及び周辺状況に関する基礎調査を実施し、「大雪山国立公園登

山道管理水準」についての見直し作業が進められ、2015 年には「大雪山国立公園における登山

道のグレードの設定」が取りまとめられている。これにより登山道の区間毎に、登山者が自己

責任で行動判断を行う時の目安（区間における行動判断の要求度や難易度）や登山で体験する

雰囲気等の程度（区間における「原始性」、「静寂性」又は「気軽さ」等から体験するもの）

を「グレード１」から「グレード５」までの５段階にわけた「大雪山グレード」が設定されて

いる。 
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促進により水源環境を保全する「水源環境を保全・再生するための個人県民税超過課

税」を導入している。 

(v) 森林生態系における調査・情報整備 
自然環境保全基礎調査等により、森林や高山帯における調査・情報整備が進められ

ている。モニタリングサイト 1000 においては事業の「森林・草原」、「高山帯」等の調

査サイトで継続的なデータの収集が進められており、情報が蓄積されつつある。 
また、森林生態系多様性基礎調査においても、森林の状態とその変化の動向につい

て継続的に把握・分析を行っており、情報整備が進められている。 
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告されている2),3)。農薬や化学肥料の不適切な使用は農地やその周辺に生息する生物に

影響を与える可能性がある。 
農地生態系の構成要素である水田や畑等の農地、水路・ため池、農用林等の森林、

採草・放牧地等の草原等が利用されなくなることによる生態系の規模の縮小や質の低

下によるモザイク性の消失が懸念されている4)。2003 年におけるモザイク性に注目し

た評価によるとモザイク状の里地里山環境が残っている地域もあるが、大規模河川の

河口付近に広がる広大な平野部では、大規模農地が多いため里山環境が減少している5)。

里山環境が減少している地域では、生物多様性に配慮した農業を実践し、周辺環境と

の連続性を可能な限り確保するなど、生物の生息環境の向上に配慮する必要がある（図 
II-40）。また、水田に隣接する土地利用種ごとに水田立地を類型化したところ、1976
年～1991 年にかけて全体の 8.9%の類型が変化しており、モザイク性の変化が報告され

ている6)。 
堆肥の採取等のために利用されてきた農地周辺の二次林（農用林）は、化学肥料の

普及等により利用されなくなったと指摘されている7)。 
20 世紀初頭の原野の面積は５万 km2 前後あったと推定されているが、2000 年代に

は 3400km2 に減少したと報告されている8)。1970 年代から 1990 年代にかけて約

4,000km2に急減し、その後横ばいの傾向となっている9)。 
ため池は、比較的小規模で、農業利用による定期的な減水・干出等の撹乱があるた

め、水草群落や水生昆虫の生息・生育場所として重要である 4)。ため池は 1950 年代前

半から 1980 年代後半にかけて約４分の１にあたる約 10 万箇所が減少している10)。ま

た、ため池における水質・底質の富栄養化の影響も指摘されている11)。 
 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
出典）農林水産省, 1960-2014: 耕地及び作付面積統計. 

図 II-38 耕地面積の推移 

 

 

 

 

 

 

 
注： 窒素肥料生産量は、硫酸アンモニア、硝酸アンモニ

ア、塩化アンモニア、石灰窒素及び尿素の合計 
りん酸肥料生産量は、過りん酸石灰、重過りん酸石灰及

びよう成りん酸の合計 
りん酸肥料生産量については 2001 年度から統計手法が

変更されたため以降のデータが無い 
出典）農林水産省, 2014: 農薬情報、農林統計協会, 2015: 
ポケット肥料要覧より作成. 

図 II-39 農薬・化学肥料の生産量の推移 
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Systems、ジアス)を開始している。わが国では、2011 年に「トキと共生する佐渡の里

山」と「能登の里山里海」が、2013 年に「静岡の茶草場」、「阿蘇の草原の維持と持続

的農業」、「クヌギ林とため池がつなぐ国東半島・宇佐の農林水産循環」、2015 年に「清

流長良川の鮎」、「みなべ・田辺の梅システム」、「高千穂郷・椎葉山地域の山間地農林

業複合システム」が認定された。 
 

(ii) 農地における生物多様性に配慮した事業、持続可能な農業 
2001 年の土地改良法改正により、圃場整備等の事業実施にあたっては環境との調和

に配慮することが原則化され、生物多様性保全への配慮が推進されている。 
また、営農にあたっても、環境への負荷を低減した環境保全型農業として、土づく

りや化学肥料・農薬の使用低減に一体的に取り組むエコファーマーの認定が進められ

ており、2014 年度末時点のエコファーマーの累積新規認定件数は 29 万件となってい

る。日本型直接支払制度では有機農法等の生物多様性保全に効果の高い営農活動に対

して環境保全型農業直接支払交付金を交付している。また、水田の冬期湛水など生物

多様性をより重視した農業生産の取組が始められている。多様な生き物を育み、コウ

ノトリも住める豊かな文化、地域、環境づくりを目指すための農法として「コウノト

リ育む農法」が兵庫県において推進されており、2003 年に 0.7ha だった取組の実施面

積は、2012 年には 394.6ha に増加している24)。営農にあたっての取組が全国的に広が

ることが期待される一方，これらが生物多様性保全等に果たす効果をモニタリングす

る必要がある。 
 

(iii) 農地等における人間活動の維持 
農地生態系においては、利用による適度な撹乱を維持する必要があり、生物多様性

をより重視した持続可能な農業生産や、野生鳥獣の保護・管理等が進められている。

野生鳥獣による農業被害を防止するため、人と鳥獣の棲み分けを進めるなどの観点か

ら鳥獣の生息環境管理や個体数調整、被害防除が総合的に取り組まれている。また農

業や農村の活性化を目的として農地・水路等の維持管理の不足に対応できるように、

地域の共同活動や耕作放棄地の発生防止に対する支援や農村景観の保全・形成、自然

環境の再生のための活動を行っている NGO 等に対する支援等が進められ始めている。

また、前述の日本型直接支払制度でもビオトープづくりなどの農村環境活動に対して

多面的機能支払交付金を給付している。全ての農地生態系について、かつてのような

維持管理をしていくことは現実的ではない部分もあり、一部の二次林等を自然の遷移

にゆだねることも検討されている。中山間地域等直接支払制度では、より生産条件が

不利で耕作放棄の懸念があると判断された場合、農用地等の林地化により交付金を給

付している。 
 

(iv) 農地生態系におけるモニタリング等 
農林水産省生物多様性戦略は、農林水産業の生物多様性への正負の影響を把握する

ための科学的根拠に基づく指標や、関連施策を効率的に推進するための生物多様性指

標の開発を検討することとしており、すでに関連する研究も進められている。 
また、里地に代表される農地生態系における調査・情報整備を進めるため、環境省

によって自然環境保全基礎調査等が実施されが実施され、基礎情報が集約された。現

在は、モニタリングサイト 1000 里地調査等において、継続的なデータの収集が実施さ

れている。 
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出典）国土交通省, 2015: 土地白書より作成. 

図 II-43 三大都市圏の土地利用の推移 
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(ii) 都市生態系に生息・生育する種の個体数・分布 
高度経済成長期に都市内で進行した、宅地への転用等による森林や農地を含む緑地

の減少は、これに適応できない生物を減少させたことが示唆されている4)。ただし、都

市の新たな環境に適応した種の分布の拡大もみられ5)、特定の生物種の著しい拡大によ

る生物相の単純化も懸念されている6)。この背景として、都市公園の整備にともなう樹

林の増加があるといわれている。明治神宮における鳥類の確認頻度の推移をみると自

然度の高い森林に生息するカケスや草原性のホオジロが減少している一方で、コゲラ

やオオタカは増加している（図 II-45）。また、1990 年代以降外来種であるホンセイイ

ンコが確認されている（図 II-45）。 
また、都市域での営巣が頻繁に確認されるツバメについても、都市周辺に点在する

農地や河川に依存しており、小規模な緑地は都市生態系の多様性維持において重要な

役割を持っている可能性が示唆されている7)。 
都市化による生物多様性の低下や絶滅への影響に関する報告は多い8)。しかし、少数

の研究は各都市に特徴的な生態系に着目しており、仙台の鳥類相調査では 96.8%が在

来種であることが報告されている 7)。 
過剰な人工光やヒートアイランド現象による生物の行動や生態系の撹乱が懸念され

ている9),10)。都市の発達とともに人口の流入に対応した宅地、工業・商業用地、交通用

地の確保は土地利用を稠密化させ、街路灯や店舗から漏れる大量の人工光による街路

樹の紅葉・落葉の遅延、夜行性昆虫の交尾・産卵の阻害等の影響が指摘されている。

また、建築物や自動車等からの排気や、工場等からの温排水等の排熱の増加、緑地の

減少等によって都心地域が周辺地域よりも高温になるヒートアイランド現象は、気温

上昇に寄与し11)、南方性の生物の越冬を可能にしているとされ、分布拡大による生態系

の撹乱が懸念されている12)。 
工場の煤煙や自動車の排ガス等に含まれる、窒素酸化物（NOx）や揮発性有機化合

物（VOC）が大気中で紫外線を浴びて発生する酸化性物質は「光化学オキシダント」

と呼ばれ、高濃度では眼やのどへの刺激や呼吸器に影響を及ぼすおそれがある13)。都市

に生息する生物は人間と同じようにこれらの化学物質にさらされることとなり、影響

への指摘がなされている14)。 

 
出典）柳沢紀夫, 川内博, 2013: 明治神宮の鳥類 第 2 報, 鎮座百年記念第二次明治神宮境内総合調査報告書, 
166-221.より作成. 

図 II-45 明治神宮における鳥類の確認頻度の推移 
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 2) 損失への対策 
都市においては、開発等にともない民有の緑地が減少する中で、都市公園内での緑

地の整備や地域指定制度に基づく緑地の保全、屋上や壁面等も活用した緑の確保等が

進められてきた。質の改善や生息地・生育地のネットワーク化の取組も始まっており、

より一層の対策の充実が期待される。 
 

(i) 都市における緑地や水辺環境の保全・整備、緑化の推進 
高度経済成長期後半に、都市における風致・景観に優れた緑地や動植物の生息地と

して保全すべき緑地等についての特別緑地保全地区（当時の緑地保全地区）等の保護

地域の指定が開始され、主に 1970 年代後半から推進された。 
都市公園や国営公園等、公共公益施設の緑地の整備が進められ、民有地においても

緑化地域制度や緑化施設整備計画認定制度等のもと、屋上緑化や壁面緑化等が進めら

れ、民間では屋上菜園等の取組も進められている。 
中核となる緑地の保全や大規模な都市公園の整備が緑の基本計画等に基づいて行わ

れ、これらを結ぶ回廊としての道路や都市公園、また緩衝帯となる民有地の緑地等の

保全を通して、「水と緑のネットワーク」の形成が推進されつつある。 
都市において身近に自然的環境とふれあうことのできる空間として、干潟や湿地等

の水辺の保全を通しての生物の生息・生育に配慮した森づくり、水辺づくりが開始さ

れており、例えば、自然再生緑地整備事業によって、生物多様性の確保に資する良好

な自然環境基盤の整備が推進されている。 
また、国内の都市において活用が可能な指標として、「都市の生物多様性指標（素案）」

が 2013 年に策定された 15)。この指標は、都市の生物多様性の状況及びその確保に向け

た取組の状況を地方公共団体が把握・評価し、将来の施策立案、実施、普及啓発等に

活用することを目的としている。緑地等の現況や動植物種の状況等、７つの指標で構

成されており、都市における生物多様性に係る行政計画の目標設定や施策の進捗管理

ツールとして活用が可能なものとなっている15)。 
2015 年には、都市農業振興基本法が成立した。同法は、都市農業の安定的な継続を

図るとともに、多様な機能の適切かつ十分な発揮を通じて良好な都市環境の形成に資

することを目的として制定された。多様な機能には、都市の緑として生物の保護等に

資する役割が挙げられており、都市緑地の保全に寄与することが期待される。 
 

(ii) 大気・水質の改善等 
都市部においては排ガスの規制、排水の規制によって大気と水質の改善が図られ、

実際に水質は改善の傾向にある。また近年の顕著なヒートアイランド現象に対しては、

関係省庁により、実施すべき具体的対策を体系的に取りまとめたヒートアイランド対

策大綱を定め、対応が進められている。 
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(iii) 陸水生態系に生息・生育する種の個体数・分布 
長期的には、陸水域の種の個体数や分布が減少し、絶滅が危惧される種が増加した。

国内 40 湖沼において過去と現在で在来淡水魚種の種数を比較すると、2000 年以降の

在来淡水魚の種数は過去に比べて少ないことが分かる（図 II-54）。しかし、国内 20 湖

沼において過去 50年間の資源量の指数の推移をみると湖沼によって傾向は異なるため、

一概に減少傾向にあるとは限らない（図 II-55）。 
環境省第４次レッドリストにおいて絶滅危惧種として掲載された動物の 50％以上は

生活の全て又は一部を淡水域に依存している。両生類の 33%、淡水魚類の 43%が絶滅

を危惧されており、他の分類群と比べてその割合が高い傾向がある（図 II-10）。また、

少なくとも生活史の一時期を水中で生育する水生植物についても 43%の種が絶滅を危

惧されている22)。絶滅のおそれのある両生類ではその全て、淡水魚類でもその約 90%
の種について開発が減少要因とされており、また絶滅のおそれのある両生類の約 40%、

淡水魚類の約 60%の種は水質悪化が減少要因とされている。このような従来の要因に

加え、近年、観賞目的の淡水魚の捕獲や、オオクチバスやウシガエル等の侵略的外来

種の侵入が既存の生態系に大きな損失を与えている可能性が報告されている。2014 年

に公表されたレッドデータブックによると、絶滅のおそれのある両生類と淡水魚類の

約 30～60%の種が捕獲採取や外来種を減少要因としていた（図 II-10）。近年でも鑑賞

用の飼育・栽培の需要から水草・湿原植物、淡水魚類等の捕獲・採取が行われ、一部

の希少種に対する影響が懸念されている。 
陸水生態系の分断化や環境の変化は、そこに生息・生育する動植物の個体数や分布

に大きな変化をもたらしてきたことが指摘されている 13),23),24),25)。例えば、サケ科魚類

等では降河や遡上が阻害される可能性がある。また、止水域に適したモツゴ、フナ類

等の増加、本来生息するウグイ等の減少による水系の種組成の変化も指摘されている26)。

河川におけるワンドやエコトーン（水際移行帯）の消失は、それらの環境に生息する

カワネズミや27)、産卵場として依存していたイタセンパラ等様々な種の減少をもたらし

たとされている。また、コアジサシやチドリ類は河原の草原化・樹林化が進むと営巣

場所を失う可能性があると報告されている28)。 
湿原・湖沼の開発や富栄養化等の水質汚濁による生物への影響は、深刻であるとさ

れており29)、透明度の高い湖沼に生育するシャジクモ類は、1960 年代に全国の 46 湖

沼で合計 31 種が確認されたが、1990 年代に、かつて生育が確認された 39 湖沼を対象

として調査したところ、このうち 12 湖沼において合計６種しか確認されなかった（図 
II-56）。また、湖沼により傾向は異なるが、国内 9 湖沼の水草分布面積も減少傾向が見

られた（図 II-57）。ただし、ヒシやハス等の浮葉植物や抽水植物は、一部の富栄養湖

で大規模に増加している例も報告されている30),31)。 
陸水生態系に生息する多くの種が減少傾向を示す一方で、1996 年以降、外来種の確

認種数は全体として増加する傾向がみられ（図 II-58）、生態系への影響が懸念されて

いる32)。また、一部の陸水域では、残留性の化学物質の魚類等への影響が懸念されてい

る33)。 
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出典）Matsuzaki S.S., and Kadoya T., 2015: Trends and stability of inland fishery resources in Japanese lakes: 
introduction of exotic piscivores as a driver,  Ecological Applications, 25, 1420-1432. 

図 II-55 国内 20 湖沼における過去 50 年間の CPUE（資源量の指数）の推移 
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(iv) 陸水域の自然再生と河川環境に配慮した事業 
1990 年代以降、河川法改正により河川管理において環境の保全が目的化された。生

態系に配慮した工法等の技術開発が進み、施工や計画・設計技術や河川管理技術の向

上等が図られ、河川が本来有している生物の生息・生育・繁殖環境を保全・創出等す

るため、調査・計画・設計・施工・維持管理等、河川管理の事業全般にわたる「多自

然川づくり」の取組が進められている。1991 年から「魚がのぼりやすい川づくり推進

モデル事業」が進められ、19 のモデル事業河川において、ほぼ全てのモデル事業河川

で魚類の遡上可能範囲が伸び、遡上可能距離の合計は1,249kmから2,048kmになった。

2002 年には自然再生推進法が制定され、河川等における生態系ネットワークの形成や

自然再生等の取組が進められている。釧路湿原を代表として、湿地環境の再生、蛇行

河川の復元、湖岸環境の再生や礫河原の再生等を内容とする河川・湖沼・湿原の自然

再生事業が、地域住民など幅広い主体と連携して進められている。侵略的外来種であ

るオオクチバスやブルーギル等については、生態系や産業への被害を及ぼしている地

域で、行政や民間による防除活動が進められている。 

(v) 河川等における生態系ネットワーク 
河川の上下流の連続性の確保は依然として課題であり、堰、ダム、砂防堰堤等、河

川を横断する施設の改良等が実施されている。それに関連して、河川における土砂移

動等に関する技術開発等、山地から海岸まで一貫した総合的な土砂管理の取組が実施

されている。また、河川と流域（小支川、水路、池沼、水田等）をつなぐ生態系ネッ

トワークの確保についても検討されている。 

(vi) 陸水生態系における調査・情報整備 
長期的なモニタリング調査の実施によって陸水生態系における調査・情報整備が進

められている。1970 年に開始されたガンカモ類の生息調査を始め、2003 年以降はモニ

タリングサイト 1000 ガンカモ類調査、シギ･チドリ類調査、湿原・湖沼調査等が順次

開始されており、継続的なデータの収集が続けられている。1995 年から開始された河

川水辺の国勢調査では幅広い分類群で生息・生育状況が調査されており、1996 年に創

設された河川生態学術研究会では河川の歴史的変化と河川生態系の構造と機能、洪水

撹乱の役割、生態系修復等に関し、生態学と工学の研究者が協働して総合的研究を実

施している。 
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が懸念される

が新たに懸念

本大震災に

しかし、津波

13～2014 年

る生物多様性

過去 50

20 年の

布

浚渫、海砂利

の生態系の規

代後半から 19

等のための海

域－沿海域と

後半から現在

ている。 
くまで減少し

系の規模が全

赤潮の発生件

て利用されて

準にある。

沿岸域の埋立等

る。これに加

念されている

より、東北地

波による基盤

頃から回復傾

性の損失の状

評

長期的推移

年～

の間 

過去

現

 

 

 

利（海砂等）

規模は大幅に

980年頃まで

海岸の人工化

といった陸と

在において大

しており、開

国規模で大幅

件数は、年変

ているが、現在

等の開発・改

えて、海岸侵

（第３の危機

地方太平洋沿

盤の攪乱等の

傾向を示すな

状態を示す小

評価 

移 

去 20 年～

現在の間 

 

 

 

の採取、人

に縮小した

で毎年 40km

化が進み、自

と海との連続

大きく損なわ

開発や改変に

幅に縮小した

変動があるも

在、資源評価

改変の圧力は

侵食の激化や

機、第４の危

沿岸地域にお

の影響により

など、一部の

小項目と評価 

現在の損

失と傾向 

 

 

 

人工構造物の

（表 II-16）。
m2前後の浅海

自然の海岸の

続性が低下し

われて

によっ

た（第

ものの

価を実

は低下

や外来

機）。 
おいて

り大き

の地域

の設置

わが

海域が

の規模

した1)。
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また、汀線に人工構造物がない海岸を自然海岸とした場合、1998 年には全海岸延長の

約 50%に低下している2)。一方、海岸汀線の変化については、海岸保全施設（人工構造

物）の整備効果等により、緩和・回復傾向にある3）。また、1999 年の海岸法改正によ

り海岸の「利用」、「環境」が法の目的に位置付けられ、環境にも配慮した海岸事業が

行われている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典）国土地理院, 1965-2013: 全国都道府県市区町村別面

積調査より作成. 

図 II-59 浅海域の埋立面積の推移 

出典）吉田惇、有働恵子、真野明, 2012： 日本の 5 海岸

における過去の長期汀線変化特性と気候変動による将来

の汀線変化予測, 土木学会論文集 B2（海岸工学）,68（2）, 
1246-1250. 

図 II-60 日本の 5 海岸（仙台、新潟、柏崎、高知、

宮崎）における過去の長期汀線変化 
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表 II-16 沿岸生態系の規模の変化 

  
注１：年次は調査が実施された年度等を示しており、厳密に当該年の実態を示したものとは限らない。 
注２：1978 年頃の干潟、藻場、サンゴ群集の面積は、1990 年頃の現存面積に 1978 年から 1990 年頃までの消滅

面積を加えて算出した。1945 年の干潟の面積は、このようにして算出した 1978 年頃の面積に 1945 年から 1978 
年頃までの消滅面積をさらに加えて算出した。また 1973 年の藻場の面積も同様。1978 年頃の自然海岸の延長に

ついては 1978-79 年度調査のデータである。 
注３：1984 年度調査のデータである。 
注４：干潟、藻場、サンゴ群集の面積については 1989-92 年度調査のデータ、自然海岸の延長については 1993 年
度調査のデータである。 
注５：いずれも 1995-96 年度調査のデータ。ただし、干潟・藻場の面積については、徳島県・兵庫県が未調査であ

るため、1989-92 年度調査のデータを用いて補完してある。また、藻場の面積については、前２回の調査が水深

20m までを対象としていたのに対し、水深 10m までを対象としているため直接的な比較はできない。 
注６：干潟は現存する干潟で、次の要件の全てに合致するもの。①高潮線と低潮線に挟まれた干出域の最大幅が

100m 以上あること。②大潮時の連続した干出域の面積が 0.1km2 以上であること。③移動しやすい底質（礫、砂、

砂泥、泥）であること。 
注７：自然海岸は「海岸（汀線）が人工によって改変されないで自然の状態を保持している海岸（海岸（汀線）に

人工構造物のない海岸）」をいう。なお、後背地における人工構造物の有無は問わない。 
注８：括弧内の数値は基準年を 100 とした場合の変化の割合を示す指数。 
出典）環境省 生物多様性総合評価検討委員会, 2010: 表Ⅲ-6 沿岸生態系の規模の変化, 生物多様性総合評価報告

書、農林水産省資料より作成. 
 

 

(ii) 干潟・藻場・サンゴの縮小 
干潟は、内湾に立地することが多く、開発されやすいため、高度経済成長期におけ

る埋立・干拓によって大幅に縮小した4)。瀬戸内海では、1945 年から 1990 年頃の間に

半減し、東京湾では、同様の 50 年間の間に約 80%減少した5)。 
藻場は、潮下帯にあって海草や海藻から形成され、産卵や仔稚魚の生息の場所とな

り、内湾の生物だけではなく外海の生物や時には外洋の生物にも利用されている。全

国的に、海草藻場は埋立等の改変や水質汚濁等により、また海藻藻場はこれらに加え

て磯焼け等によって大きく縮小した6)。 
1970年代、南西諸島等におけるサンゴの被度はほぼ 100％であったとされるが、1990

年頃のサンゴ群集では、約 60%が被度５%未満、約 90%が被度 50%未満であり、全体

としてサンゴの被度が低い状態であることが指摘されている7)。このようなサンゴの規

模の縮小や質の低下の要因としては、赤土の流入8),9)のほか、水質の悪化、サンゴの白

化、海洋の酸性化等が指摘されている10)。2000 年代にはオニヒトデが大発生して被害

を及ぼしている11)。また、因果関係に議論はあるものの、気候変動との関係が指摘され

ている12)。 
 

　　　　　　　　　　　　年次(注1)

　　生態系

1945年
(注2)

1973年
(注2)

1978年頃
(注2)

1984年
(注3)

1990年頃
(注4)

1995年頃
(注5)

2007年

841 553 514 496

(100) (61)

2,097 2,076 2,012 1,455 1250

(100) (96)

海草藻場の面積(km2) 478 469 316 264

海藻藻場の面積(km2) 1,587 1578 1,561 655

357 342

(100) (96)

18,717

(100)

浜の延長(km) 9,817 9,326 9,089 8,722

岩礁の延長(km) 8,901 8,829 8,770 8,692

礁池内の

サンゴ群集の面積(km2)

干潟の面積(km2)(注6)

藻場の面積(km2)

自然海岸の延長(km)(注7)
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(iii) 砂浜や砂堆の縮小 
全国の各地で海岸侵食が進んで砂浜が縮小しており、その速度を増している（図 

II-61）。海岸侵食の背景として、陸域から海域への土砂供給が減少していること13),14)、

陸から海に突き出た構造物等によって沿岸流が変化することなど、様々な要因が複合

的に作用することで海岸部における土砂収支のバランスが変化したことが指摘されて

いる 14),15),16),17),18)。また、近年は、気候変動による急速な海面上昇が干潟や砂浜等に影

響を及ぼす可能性が新たに懸念されている19)。 
 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）環境省 生物多様性総合評価検討委員会, 2010: データ 27-⑪砂浜の浸食速度の変化, 生物多様性総合評価報

告書, 参考資料 4. 

図 II-61 砂浜の浸食速度の変化 
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(iv) 閉鎖性海域の水質の変化 
閉鎖性海域における赤潮の発生件数は、おおむね減少する傾向が見られる（図 II-62）。

しかし、閉鎖性海域における環境基準（BOD、COD）の達成度は、近年横ばいで推移

している（図 II-63）。また、瀬戸内海において水質は良くなったものの、生物量・生

物多様性はさらに悪化しており、干潟・藻場が埋め立てにより激減したこと、及び、

海岸線が護岸工事等により変化したことが理由の一つであると報告されている20)。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典）水産庁, 2014: 平成 26 年瀬戸内海の赤潮、環境省 2014: 環境管理局水環境部水環境管理課閉鎖性海域対策

室資料、東京都, 2014: 平成 25 年度東京湾調査結果報告書より作成. 
 

図 II-62 東京都内湾、伊勢湾、瀬戸内海における赤潮の発生件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典）環境省, 2014: 平成 25 年度公共用水域水質測定結果より作成 

図 II-63 閉鎖性海域における環境基準（BOD 又は COD）の達成度 

 

(v) 浅海域の開発や改変による影響 
沿岸域の開発や改変は生態系の規模の縮小をもたらし、干潟、藻場、砂浜等を生息

地・生育地としてきたシギ・チドリ類21)、アサリ類、ハマグリ類、カブトガニ、海浜植
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出典）水産庁, 1956-2012: 海面漁業魚種別漁獲量累年統計、FAO, FishStat database.より作成 

図 II-66 漁獲量と海洋食物連鎖指数（MTI） 

 

(vii) 東日本大震災の影響 
2011 年３月 11 日、三陸沖で震度７の大地震が発生した。岩手県宮古市では津波遡上

高が 40.5m を記録するなど、東北地方太平洋岸の高範囲を津波が襲い、青森県から千

葉県の東北地方太平洋沿岸地域において自然環境が大きく変化した。環境省では 2011
年からモニタリングを開始しており、植生や動物相、砂浜の変化等を報告している30)。

干潟に生息する生物の出現種数を震災前後で比較すると、多くの地点で新規の種の加

入が認められるものの、震災以前よりも確認種数は減少している（図 II-67）。また、

震災後に確認されなくなった希少種も確認されている31)。ただし、津波による基盤の攪

乱等の影響によりアマモ場は大きく減少したが、2013～2014 年頃から回復傾向を示す

ことが報告されている 31)。名取市の広浦では、津波と地盤沈下の影響で後背湿地が再

生し、海から連続する自然のシステムが回復した32)。 
一方で、2015 年現在、震災前に約 155km であった宮城県の堤防延長は約 240km に

延長される計画となっている（図 II-68）。また、震災前に無かった 10m を超える高さ

の堤防は４km となり、震災前に 46km あった５m～10m 未満の堤防は 143km となる

計画である（図 II-68）。堤防の建設を巡っては様々な見解があるが、砂浜における海

と陸をつなぐシステムの人工構造物による遮断は、砂丘の生態系や、海の生態系にも

多大な影響を及ぼすことも示唆されている 32)。 
齊藤ら（2012）は、里山・里海における東日本大震災前後での生態系サービスの変

化について定量評価を試みており、供給サービス、調整サービス、文化的サービスを

対象に評価を実施している33)。評価の結果、供給サービスについては、コメが 25%減、

コメ以外は５%減、畜産は 18～57%減であった 33)。ただし、漁業についてはこれを支

mean_trophic_level

3.00 

3.30 

3.60 

3.90 

0

2

4

6

8

10

12

19
56

19
59

19
62

19
65

19
68

19
71

19
74

19
77

19
80

19
83

19
86

19
89

19
92

19
95

19
98

20
01

20
04

20
07

20
10

海
洋

食
物

連
鎖

指
数

（
M
TI

）

漁
獲

量
（
百

万
t）

（年）

その他の魚類 ふぐ類 あまだい類 いかなご類 すずき類
ぼら類 とびうお類 しいら類 さわら類 いさき
たい類 えい類 かながしら類 ほうぼう類 たちうお
はも あなご類 いぼだい えそ類 にべ･ぐち類
にぎす類 はたはた きちじ めぬけ類 ほっけ
たら類 ひらめ･かれい類 ぶり類 さんま さば類
あじ類 いわし類 にしん このしろ さけ･ます類
さめ類 かつお類 かじき類 まぐろ類



 

95 
 

える社会基盤が壊滅的な被害を受けており、震災後の漁獲量が把握されていないこと

から評価されていない 33)。調整サービスとしては、森林による炭素蓄積量、炭素吸収

速度等が評価されている 33)。特に震災直後の飲料水の輸入量は 175%増と評価されてお

り、国外依存の増加を指摘している 33)。文化的サービスについては、被害の実態の詳

細が把握できていない項目が少なくないが、行楽シーズンの観光客数が３～４割減少

していることや文化財の 17%に被害が生じたことが報告されている 33)。 
 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典）環境省自然環境局生物多様性センター, 資料. 

図 II-67 干潟の生物への影響 
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(ii) 沿岸・海洋域に生息・生育する生物の保護 
沿岸・海洋に生息・生育する一部の絶滅危惧種等（海生哺乳類、海鳥類、ウミガメ

類等）については、文化財保護法、種の保存法、水産資源保護法等によって捕獲等が

規制されている。 
 

(iii) 沿岸・海洋域の生物資源の持続可能な利用 
また、生物資源として利用されている種については、評価期間前から漁業調整や水

産資源保護に観点を置いた漁業法制によって、きめ細かに採捕等の規制等が行われて

きた。1990 年代以降は、持続可能な利用など資源管理に主眼を置いた施策が新たに講

じられている。例えば 1997 年からは主要な魚種についての漁獲可能量（TAC）が設定

され、2002 年からは資源管理計画の策定によって緊急に資源回復が必要な魚種等につ

いての漁獲努力量の削減等が進められるなど、資源管理の取組が推進されている。ま

た、沖合域から公海における水産資源についても、地域漁業管理機関等の枠組みを通

じて科学的根拠に基づく水産資源の適切な保全と持続可能な利用が進められている。

民間においても、生態系や資源の持続性に配慮した方法で漁獲された水産物であるこ

とを消費者に対して示すラベルについての取組が進んでいる。 
 

(iv) 沿岸域における自然再生 
沿岸の海域において自然再生が進められ、漁場環境として重要な藻場・干潟等につ

いても、保全・造成や食害生物の駆除等の維持管理活動が進められている。鳥取県及

び島根県の中海における海域の再生、仙台市の蒲生干潟や山口県の椹野川河口域にお

ける干潟の再生、沖縄県の石西礁湖、高知県の竜串、徳島県の竹ヶ島におけるサンゴ

群集の再生、また東京湾、大阪湾、伊勢湾、広島湾等で行われている全国海の再生プ

ロジェクト等、多くの事業が行われている。また、近年人の手で陸域と沿岸海域が一

体的に総合管理されることによって、豊かで多様な生態系と自然環境を保全する「里

海」が注目を浴びており、里海づくりは全国的に拡大している36)。 
 

(v) 沿岸域における水質対策等 
閉鎖性海域における富栄養化への対策、底泥の浚渫、覆砂等による底層環境悪化へ

の対策、化学物質蓄積への対策等が進められている。 
 

(vi) 沿岸・海洋域におけるモニタリング等 
国内の生物や生態系の状態を把握するための自然環境保全基礎調査等によって、沿

岸生態系における調査・情報整備が進められている。モニタリングサイト 1000 におい

ては、沿岸域にみられる藻場や干潟、サンゴ礁等において、継続的なデータの収集が

実施されている。また、外来種に対する対策として、バラスト水管理条約の発効に向

けた議論が進められている。 
 
                                                  
1) 環境省 生物多様性総合評価検討委員会, 2010: データ 27-③堤防・護岸等の延長及びその割合, 生物多様

性総合評価報告書, 参考資料 4. 
2) 環境省 生物多様性総合評価検討委員会, 2010: データ 27-④自然・半自然・人工海岸の延長, 生物多様性

総合評価報告書, 参考資料 4. 
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島嶼生態系は他の地域から隔離されて種分化が進むため、固有種が多い7),8)。とりわ

け、南西諸島では大陸との接続・分断を繰り返した地史を背景とし、小笠原諸島では海

洋島として長く隔離されてきた地史を背景として、それぞれ固有種の割合が高い生物相

を有している。しかし、レッドデータブック 2014（環境省）では、南西諸島及び小笠

原諸島の固有種（亜種含む）の多くが絶滅危惧種として示されている（図 II-69、図 
II-70）。これらは、全国における絶滅危惧種の割合よりも、高い水準である。減少要因

としては、南西諸島に生息する絶滅危惧種では「開発」が最も多く、「移入種（外来種）」、

「捕獲・採取」がこれに次いでいる9)。その一方で沖縄県の石垣島周辺のサンゴ礁域に

おいて，ミドリイシ属サンゴを中心に 60％以上が白化現象によって失われたと言われ

ており、海水温度の上昇が主原因であることが示唆されている10)。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典）環境省, 2006: 平成 17 年度琉球諸島世界遺産候補地の重要地域調査委託業務報告書、環境省, 2014: レッドデ

ータブック 2014.  

図 II-69 南西諸島における固有種とその絶滅危惧種の割合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典）環境省, 2006: 平成 17 年度琉球諸島世界遺産候補地の重要地域調査委託業務報告書、環境省, 2014: レッドデ

ータブック 2014.  

図 II-70 南西諸島における固有種とその絶滅危惧種の割合 
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 2) 損失への対策 
これまで、島嶼に生息・生育する希少種については、国内希少野生動物種指定による

保護や保護増殖事業、特定外来生物の防除等が積極的に進められてきており、一部の希

少種についての個体数の回復や、外来種の根絶事例等もみられているが、島嶼生態系の

脆弱性を踏まえ、島嶼生態系全体を保全するための効果的な対策の検討や既存の対策の

継続・充実が必要と考えられる。 
 

(i) 希少種の保護増殖 
島嶼の一部では保護地域の指定がなされ、また一部の種では国内希少野生動植物種の

指定や保護増殖事業が実施されている。アホウドリを例にみると、一時は絶滅の可能性

が指摘されたが、伊豆諸島鳥島等での生存が確認された後に営巣地の保全や新営巣地へ

の誘導等の積極的な保護活動が進められ、現在では個体数を回復しつつある。 
 

(ii) 外来種等対策 
島嶼生態系は、規模が小さく、外来種の侵入、定着の抑止力となる上位捕食者を欠い

ている場合もあり、環境負荷に対して特に脆弱であるとされている11)。絶滅危惧種が多

く分布する島嶼では、種や生態系そのものに深刻な影響を及ぼすフイリマングース、グ

リーンアノールやウシガエル等の外来種の防除の取組が進められている。また、国外由

来の外来種だけでなく国内由来の外来種についても生態系への影響が懸念されている。 
 

(iii) 島嶼におけるモニタリング等 
モニタリングサイト 1000 海鳥調査において、小島嶼における海鳥類の生息・繁殖状

況等につき定期的な調査を行い、情報を蓄積している。小笠原諸島においては、希少種

の生育状況の把握、生育環境の維持といった保全事業が実施されている。また、2013
年には、豊かな昆虫相が残っている兄島においてグリーンアノールの侵入が確認されて

おり、継続的な捕獲・遮断の取組が実施されている。 
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